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研究要旨：麻酔科標榜医制度は昭和 36 年に開始され、その後 2 万人以上の麻酔科標榜医

（以下、標榜医）が認定されたが、資格更新制度もなく、その勤務実態は不明である。一年次

は麻酔管理料を請求している施設を抽出し、施設調査を実施して、施設における勤務実態調

査を行った。二年次は日本麻酔科学会認定病院および一年次調査において回答を寄せた施

設に勤務する麻酔科専門医や指導医資格を取得していない標榜医を対象として、個別調査

を実施した。一年次調査では麻酔科学会認定病院 567 施設、非認定病院 1,266 施設の合計

1833 施設から回答があった。二年次調査では 957 施設の 2,088 名からの個別調査票の回

答を得た。1,564 名が麻酔科に所属し、393 名が麻酔科以外の診療科に所属、107 名が病院

管理職であった。麻酔科に所属する標榜医の大部分が基準１で資格取得をしていたのに対

し、麻酔科以外に所属する標榜医は過半数が基準 2 で標榜医資格を取得していた。所属科

が麻酔科である場合は、男性が 702 名（59.2％）を占めていたが、麻酔科以外の所属する標

榜医の場合は男性が 350 名（90.9％）と大部分を占めていた。麻酔科に所属する標榜医の年

齢層で最も多かったのが 30～39 歳（45.2％）であったのに対して、麻酔科以外に所属する標

榜医の年齢層で最も多かったのが 60～69 歳で 120 名（31.2％）であり、次いで 50～59 歳が

97 名（25.2％）、70 歳以上が 70 名（18.2％）であった。麻酔科以外に所属する標榜医は、他

診療科の認定医や専門医・指導医資格を取得しており、それらの診療科に専従している実態

がわかった。麻酔科所属標榜医の月別担当症例数は 30～39 症例が最も多く（27.4％）、次い

で 20～２９症例（24.6％）、40～49 症例（15.9％）であったのに対し、麻酔科以外の診療科に

所属する麻酔科標榜医の担当症例数は月に 1～9例が 35.3％であったが、一部、勤務施設

以外での麻酔担当や、当直もしていた。麻酔科に所属しない麻酔科標榜医でも、日本麻酔科

学会年次学術集会に出席していた。学習メディアは教科書が最も多かった。麻酔科に所属し

ない標榜医は標榜医全体の約 10％程度を占め、年間に 10～20 万症例ほどの麻酔を担当

するなど、麻酔科診療に寄与していることが示唆された。しかし、その年齢層は高く、10～15

年後には臨床的寄与は大きく低下することが予想される。生涯教育には、日本麻酔科学会

年次学術集会に参加しやすくすることや、標準的な教科書が有用であることが示唆された。 
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A.研究目的 

 麻酔科を標榜するためには、厚生労働大

臣の許可が必要であり、標榜許可の申請を

行った医師が次の基準を満たしていると認

めるとき、医療法第６条の６第１項の許可を

与えるものとされている。つまり、  

１．医師免許を受けた後、麻酔の実施に関し

て十分な修練を行うことのできる病院又は

診療所において、２年以上修練をしたこと.

（医療法施行規則第４２条の４第２項第１号.

以下「基準１」とする。）  

２．医師免許を受けた後、２年以上麻酔の業

務に従事し、かつ、麻酔の実施を主に担当

する医師として気管の挿管による全身麻酔

を300症例以上実施した経験を有しているこ

と.（同項第２号.以下「基準２」とする。）  

昭和36年に発足した本制度により、現在

までに2万人あまりの麻酔科標榜医（以下、

標榜医）が認定されてきた。しかし、標榜許

可後には資格の更新制度もなく、生死も含

めてその実態は全く把握されていない。日

本麻酔科学会に所属する標榜医の動向は

日本麻酔科学会で把握できるが、麻酔科に

所属しない標榜医の所属や勤務状況は明ら

かになっていない。 

 一年次調査は、麻酔管理料を請求してい

る施設を抽出し、病床数、手術室数、手術件

数などに加え、標榜医数や、その所属など

について把握することを目的として全国調査

を行った。 

二年次調査は、個々の標榜医を対象に、

麻酔科標榜医資格を持つ医師の年齢や性

別、所属診療科、対象麻酔症例の内容や数、

常勤勤務施設以外での勤務実態、生涯教

育の実情について明らかにすることを目的

とした。さらに、麻酔科に所属する標榜医と、

麻酔科以外に所属する標榜医の勤務実態

を比較し、今後の標榜医の動向について検

討することを目的とした。 

これらのデータを活用し、今後の麻酔科

以外の診療科に属する標榜医の生涯教育

の在り方や、あるべき麻酔科標榜医制度の

在り方について提言を行うことを最終目的と

した。 

 

B.研究方法 

1）対象： 

 日本麻酔科学会認定病院（以下、認定病

院）1,387施設および平成29年度の一年次調

査（順天堂倫理委員会 医倫17-147）に回

答した麻酔管理料を請求している施設（以

下、非認定病院）1,833施設を対象とした。た

だし、両者で重複している施設は除外した。

これら対象施設に常勤医として勤務する標

榜医を対象とした。 

 施設調査においては施設長宛のアンケー

トとし、事務部が回答可能な質問内容とした。 

標榜医の個別調査票を用いた個別アンケ

ート調査は、その施設に常勤医として所属し、

麻酔科専門医・指導医資格をまだ取得して

いない標榜医を対象とした。 

2）調査内容 

施設に関するアンケート調査には、施設

の設立母体、規模（病床数、手術室数）、麻

酔別手術件数（全身麻酔、区域麻酔、局所

麻酔）などに関する設問とした（図1）。 

個人アンケート調査はその施設に所属す

る標榜医資格はもつが、まだ麻酔科専門

医・指導医資格を取得していない標榜医とし、

図2に示す個別調査票に記入してもらい、個

人用封筒に入れ、施設からまとめて送付し

てもらった。年齢、性別、所属診療科、標榜
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医の資格基準、資格取得年などに加え、所

属施設および所属外施設における麻酔科担

当症例数やその内訳、当直、生涯教育など

についての設問とした。 

 施設用アンケート用紙（施設調査票）を図1

に示す。アンケートでの集計項目は、各施設

の経営母体、標榜科、病床数、手術室数、

麻酔科担当医の所属診療科、標榜医数、麻

酔科専門医数、麻酔法の内訳を含む手術件

数などである。 

 標榜医用アンケート用紙（個別調査票）を

図2に示す。 

3）解析法 

統計解析・グラフ作成についてはRStudio、

およびグラフ作成Rライブラリーggplot2 を用

いた。GIS解析および地図情報作成にはオ

ープンソース地理情報システムQGIS（2.18.1

5及び3.0.0）を用いた。その他、総務省平成2

7年国勢調査を利用した。医療施設のGIS位

置情報取得にはMicrosoft Excel専用マクロ

を通じて、HTTPリクエスト経由にてGoogle 

Maps Geocoding APIへアクセスして得られ

たXML形式から抽出した。 

4）倫理面への配慮 

本研究は関連する倫理指針に適合してい

る。一年次調査は順天堂大学医学部研究

等倫理委員会の承認を受けた（順大医倫第

2017130号、2017年12月18日承認）。 

二年次調査は順天堂大学医学部研究等

倫理委員会の承認を受けた（順大医倫第20

18109号、2017年10月23日承認）。 
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図1. 施設調査票 

病院の開設主体 

1. 国 → （ア 国立大学法人 イ 国立大学以外の法人） 

2. 公的医療機関 → （ア 公立大学法人 イ 都道府県 ウ 市町村 

エ 日赤・済生会、オ 厚生連 カ ア～オ以外の法人） 

3. 社会保険関係団体 

4. 公益法人 

5. 医療法人 

6. 学校法人 

7. 社会福祉法人 

8. 医療生協 

9. 会社 

10. その他の法人 

11. 個人 

病床数  床 

手術室数  室 

常勤麻酔科医数 総数   （    ）名 

 麻酔科標榜医総数（  ）名、女性（  ）名、男性（  ） 

 麻酔科専門医数（麻酔科指導医も含む） （    ）名 

年間手術件数 

（2017 年度） 

総数  件 

全身麻酔（区域麻酔併用

も含む） 

 件 

区域麻酔（硬膜外麻酔、

脊髄くも膜下麻酔、神経

ブロックなど） 

 件 

局所浸潤麻酔  件 

  

  

標榜科（○をつけ

て下さい） 

1.消化器外科，2.内分泌外科，3.乳腺外科，4.血管外科，5.小児外

科，6.脳神経外科，7.心臓外科，8.呼吸器外科，9.整形外科，10.形

成外科，11.産科，12.婦人科，13.泌尿器科，14.眼科，15.耳鼻咽喉

科，16.食道外科，17.肛門外科，18.美容外科，19.精神神経科、20.

その他（       ） 
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図2.個別調査票 
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C.研究結果 

1）概要 

 一年次調査では認定病院567施設と、非認定

病院1,266施設から回答があった(表1)。全体の

回答率は36.6％であった。 

 

表1. 病院区分と回答状況 （一年次調査） 

病院区分 回答有り 回答無し 

認定病院  567 (40.9%) 820 (59.1%) 

非認定病院 1,266 (34.9%) 2,360 (65.1%) 

合計 1,833 (36.6%) 3,180 (63.4%) 

 

 回答が得られた1,833施設に所属する常勤麻

酔科医数は4,618名であった。 

二年次調査では全国957施設（回答率30％）

から2,088名からの個別調査票の回答を得た。

認定病院、非認定病院の麻酔科標榜医数の内

訳を示す(表2)。 

 

表2. 麻酔科標榜医の認定病院、非認定病院の内

訳 （一年次調査） 

人数 

認定病院 

（回答有） 

567施設 

非認定病院 

（回答有） 

1,266施設 

合計 

 

1,833施設 

常勤麻酔科

標榜医 

3,014  

(65.3%) 

914 

(19.8%) 

3,928 

(85.1%) 

常勤麻酔科

以外の麻酔

科標榜医 

285 

(6.2%) 

405 

(8.8%) 

690 

(14.9%) 

合計 
3,299 

(71.4%) 

1,319 

(28.6%) 

4,618 

(100.0%) 

1施設あたり

の麻酔科標

榜医数（名） 

5.7 0.7 2.5 

  

非認定病院で勤務する標榜医数は回答率を

考慮すると755名と推定された。回答施設と合

わせると1,160名となった。標榜医のうち、非認

定施設に勤務する標榜医数は9.8％程度と推定

できた。非認定施設における平均標榜医数は1

名程度であった。 

常勤標榜医数の地域別分布をみると、関東

甲信越、関西、中国四国、九州沖縄、北海道東

北、東海・北陸、東京の順に多かった(図3)。麻

酔科以外の常勤標榜医数と合計数の比として

みると、全体では24.4％であった。九州沖縄（32.

3％）、東海北陸（30.9％）で高く、それに続く関

西（24.4％）、関東甲信越（23.6％）、中国四国（2

2.5％）はほぼ同等であった。東京は低かった（1

4.3％）。 

 

図3：麻酔科および麻酔科以外に所属する標榜医の

地域分布 

 

 

都道府県別分布として常勤標榜医数をみる

と、東京都、そして北海道、神奈川県、愛知県、

大阪府、兵庫県、福岡県の順に多かった。一方、

麻酔科以外標榜医は、愛知県、大阪府に続い

て、北海道、東京都、神奈川県、兵庫県、福岡

県の順に多かった。 

これらのデータは、東海北陸や九州沖縄で

は、麻酔科に所属しない標榜医への依存度が

高いことを示唆している。 

診療所属科別、都道府県別の分布(図4)をみ

ると、麻酔科所属標榜医(非専門医・非指導医)
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数は東京、大阪府、神奈川県、北海道、兵庫県

という順で多かった。一方、麻酔科以外に所属

する標榜医数は、福岡県、兵庫県、大阪府、東

京都、愛知県という順で多かった。これらの結

果は、一年次調査での所属診療科別の標榜医

の全国分布とも一致する（図4）。 

これらは一年次調査で明らかになった全身

麻酔件数が多い都道府県とも一致する分布で

ある（図5）。 

 

図4：麻酔科および麻酔科以外に所属する標榜医の

地域分布 （一年次調査） 

 

 

図5. 医療施設毎の全国分布 （一年次調査） 

 

 

2）診療科が麻酔科と麻酔科以外である割合 

 1,564名（74.9％）が麻酔科に所属し、393名（2

5.1％）が麻酔科以外の診療科に所属していた。

どちらにも回答しなかったものは131名であった

（表3）。病院の管理職に相当するものが107名

いた。これら病院管理職は、標榜医資格の基準

１（48.6％）、基準2（50.5％）と資格取得は基準1

と2がほぼ同数であり、年齢的にも50歳以上が

大部分であり、圧倒的に男性が多かった。病院

管理職についている標榜医の月間麻酔症例数

は大部分が20症例未満であった。 

 

表3. 個別調査票回答数の内訳 

所属診療科 回答数 % 

麻酔科 1,564 74.9 

麻酔科以外 393 25.1 

どちらにも回答せず 131 6.3 

合計 2,088 100.0 

 

 標榜医資格取得には、前述のごとく、基準１と

基準２、さらに海外施設で研修を受けた基準3と

が存在する(表4)。麻酔科に所属する標榜医の

大部分が基準１で資格取得をしているのに対し、

麻酔科以外に所属する標榜医は過半数が基準

2で標榜医資格を取得していた。麻酔科に所属

する標榜医のうち、基準２で取得する医師は、

基準1での資格取得よりも基準2での資格取得

が早いために基準２で資格取得をした可能性

が高い。麻酔科以外に所属する標榜医のうち、

基準１で資格を取得した場合には、麻酔科医志

望でありながら他診療科に移った場合と、最初

から標榜医取得だけを目的に麻酔科研修を受

けた場合が考えられる。 
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表4. 標榜医資格取得の認定基準の内訳 

標榜医資

格 

麻酔科 % 麻酔科

以外 

% 

基準 1 1127 95.1 174 45.2 

基準 2 58 4.9 211 54.8 

基準 3 0 0.0 0 0.0 

無回答 0 0.0 0 0.0 

全体 1185 100.0 385 100.0 

3） 性別 

 所属科が麻酔科である場合は、男性が702名

（59.2％）を占めていた（図6a）が、麻酔科以外

の所属する標榜医の場合は男性が350名（90.

9％）と大部分を占めていた（図6b）。麻酔科以

外の診療科に属する標榜医では男性の占める

割合が非常に高いことが明らかになった。 

2018年における日本麻酔科学会認定医（標

榜医資格取得後に取得できる学会資格）にお

ける男性は934名であり、その割合が50.0％で

あることから、今回のアンケート調査では男性

の回答率が高かったことが推測される。 

 

図6. 所属診療科別の男女の占める割合 

a.麻酔科に所属 

 
ｂ.麻酔科以外の診療科に所属 

 

 

4） 年齢分布および婚姻状態 

麻酔科に所属する標榜医の年齢層で最も多

かったのが30～39歳（45.2％）である(図7a)のに

対して、麻酔科以外に所属する標榜医の年齢

層で最も多かったのが60～69歳で120名（31.

2％）であり、次いで50～59歳が97名（25.2％）、

次いで70歳以上のものも70名（18.2％）であった

(図7b)。麻酔科以外の診療科に所属する標榜

医の年齢層が高かった。 

 

図7. 年齢分布 

a. 麻酔科に所属 

 

 

b. 麻酔科以外の診療科に所属 

 

 

年齢層も反映し、麻酔科以外の診療科に所

属する標榜医では既婚者が多いのに対して、

麻酔科に属する標榜医は未婚の割合が高かっ

た(図8a 、図8b)。 
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図8. 婚姻の状況 

a.麻酔科に所属する標榜医（専門医、指導医取得前）

の婚姻状況 

 
 

b.麻酔科以外に所属する標榜医の婚姻状況 

 

  

年齢層分布から考えて、今後10～15年のう

ちには、麻酔科以外に所属する標榜医の数は

大きく減少することが考えられる。一方、年齢分

布、性比から考えて、麻酔科に所属する標榜医

は、今後、産休や育休により、一定期間の間は

麻酔科業務から離れる数が多いと予想される。 

 

5) 麻酔科認定医資格及び他診療科の認定

医・専門医資格取得状態 

 麻酔科に所属する標榜医でも麻酔科認定資

格を取得していないものが12.5％いた(表6)。資

格申請前のものや、学会資格を求めないもの

が相当すると考えられる。新専門医制度では、

麻酔科専門医となるために学会認定の麻酔科

認定医であることを求めないからである。 

 一方、麻酔科以外に所属する標榜医は66名

（18.6％）が麻酔科認定医を取得していた(表5)。

これは、麻酔科医志望でありながら、他診療科

に転科した可能性を示している。 

 

 

表5. 麻酔科認定医資格の有無 

認定資格 麻酔科 % 麻酔科

以外 

% 

なし 148 12.5 309 80.3 

認定医 1027 86.7 66 18.6 

無回答 10 0.8 10 2.6 

合計 1185 100.0 385 100.0 

 

 一方、麻酔科以外に所属する標榜医のほと

んどは、他診療科の認定医や専門医、指導医

資格を保持していることがわかる(表6)。他診療

科の専門医資格以上を保持していることは、そ

の専門領域に専従していることを示唆し、麻酔

科診療が勤務に占める割合は低いことを示唆

している。 

 

表6. 麻酔科以外の学会資格取得状況 

学会資格 麻酔科以外 % 

認定医 98 25.5 

専門医・指導医 208 54.0 

無回答 79 20.5 

合計 385 100.0 

 

6） 麻酔科標榜医の担当症例数及び症例診

療領域 

 麻酔科に所属する標榜医の月別担当症例数

が多い。30～39症例が最も多く（27.4％）であり、

次いで20～２９症例（24.6％）、40～49症例（15.

9％）となっている(図9a)。麻酔科以外の診療科

に所属する標榜医の担当症例数は一般的に少

なく、月に1～9例が35.3％となっている(図9b)。

週に1～２例、週に1日程度は麻酔をしているこ

とが想像される。 
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図9. 麻酔担当症例数 

a.麻酔科に所属する標榜医の担当症例数 

 

 

b.麻酔科以外に属する標榜医の担当症例数 

 

 

  担当している診療科の手術数でも、麻酔科に

所属する標榜医と他診療科に所属する標榜医

の担当する診療科の比率は異なっている(表7)。

麻酔科に所属する標榜医の場合、症例数から

みると整形外科、消化器外科、眼科の順に多

い。一方、麻酔科以外に所属する標榜医の場

合には、消化器外科と一般外科、心臓血管外

科の症例数が多い。 

 麻酔科に所属する標榜医の担当症例診療科

は、病院の診療科ごとの手術件数や、トレーニ

ングのステージ（トレーニングが進むと心臓血

管外科など高度な技量を要し、長時間かかる

麻酔が主となり、1日の担当症例数が減少する

など）を反映していると考えられる。一方、麻酔

科以外に所属する標榜医の場合には、自分自

身が属する診療科の麻酔をすることが多いと考

えられる。麻酔科と麻酔科以外に所属する標榜

医の担当症例の比率をみると、脳神経外科（8.

4）、婦人科（3.5）、心臓血管外科（3.01）、一般

外科（2.67）となっている。これは、手術件数より

も、標榜医の所属診療科や、その特殊性を反

映しているものと考えられる。特に、脳神経外

科や心臓血管外科の特殊分野の麻酔は、自前

で各科麻酔として行っている施設が多いことを

示唆している。 

 

表7. 担当症例数の診療科別内訳 

診療科 麻酔科 % 麻酔科

以外 

% 比率 

（麻酔科以

外%/麻酔

科%） 

消外科 6,936 17.2 633 17.6 1.02 

一般外科 2,464 6.1 587 16.3 2.67 

整形外科 13,577 33.8 265 7.4 0.21 

形成外科 961 2.4 155 4.3 1.79 

耳鼻科 1,969 4.9 2 0.1 0.02 

眼科 4,032 10.0 12 0.3 0.03 

小児外科 746 1.9 5 0.1 0.05 

心血外科 2,381 5.9 638 17.8 3.02 

脳外科 216 0.5 152 4.2 8.40 

婦人科 2,293 5.7 736 20.5 3.59 

産科 1,311 3.3 204 5.7 1.70 

精神科 343 0.9 11 0.3 0.33 

その他 2,994 7.4 191 5.0 0.67 

合計 40,223 100.0 3,591 100.0 1.00 

  

7） 所属施設以外での勤務および麻酔実施数 

 麻酔科に所属する標榜医の約半数が、定期

的あるいは不定期で所属施設以外の施設で麻

酔を担当している(表8)。一方、麻酔科以外に属
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する標榜医が他施設で麻酔を定期的に実施す

る割合は4.7％、不定期に実施する割合は7.3％

と低い(表8)。 

 

表8. 所属施設以外で麻酔を実施する割合 

所属施設以

外麻酔担当 

麻酔科 % 麻酔科

以外 

% 

定期的 424 35.8 18 4.7 

不定期的 191 16.2 28 7.3 

いいえ 561 47.3 316 82.1 

無回答 9 0.8 23 6.0 

合計 1,185 100.0 385 100.0 

 他施設で麻酔を実施する場合、麻酔科に所

属する標榜医の場合は、所属施設からの派遣

が最も多く、ついで個人の関係、経営母体とな

っている(表9)。非常勤麻酔科医の派遣母体と

して最も多いのは大学病院であることを反映し

ていると考えられる。派遣業者からの派遣は1.

6％と少ない。 

麻酔科以外に所属する標榜医の場合は、経

営母体が同じである場合が14.8％と最も多く、

次いで個人の関係（8.1％）となっている(表9)。 

 

表9. 所属施設以外の麻酔をする場合の派遣施設

の内訳 

所属施設関

係 

麻酔科 % 麻酔科

以外 

% 

経営母体同じ 48 4.1 57 14.8 

所属施設派

遣 

432 36.5 10 2.6 

派遣業者派

遣 

19 1.6 3 0.8 

個人関係 137 11.6 31 8.1 

その他 59 5.0 22 5.7 

無回答 490 41.4 262 69.1 

合計 1,185 100 385 100.0 

 標榜医が所属している施設以外で麻酔科当

直を実施している回数は、麻酔科に所属する標

榜医の場合は、月に1～2回が多いが、週に1回

程度のものもいる(図10a)。麻酔科以外の診療

科に所属する麻酔科標榜医が自分の施設以外

で当直をすることもあるが、その回数も少ない

(図10b)。 

 

図10. 所属施設以外の麻酔科当直の回数（月間） 

a. 麻酔科に所属する麻酔科標榜医 

 
 

b. 麻酔科以外の診療科に所属する麻酔科標榜医

の当直回数（月間） 

 

 

８） 生涯教育の状況 

 過去5年間における日本麻酔科学会年次学

術集会への出席回数は、麻酔科に所属する標

榜医の場合は、麻酔科専門医資格申請に必要

な出席数を満たしている(図11a)。麻酔科に所
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属しない標榜医でも、一部は毎年出席している

ものもいることがわかる(図11b)。標榜医の生涯

教育において年次学術集会の役割は大きいと

考えられる。 

 

図11. 過去5年間における日本麻酔科学会年次学

術集会参加回数 

a. 麻酔科に所属する標榜医 

 
 

b. 麻酔科以外に所属する標榜医 

 
 

一方、支部学術集会への参加回数は、いずれ

のカテゴリーでも減少する(図12a、図12b)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12. 過去5年間における支部学術集会への参加

回数 

a. 麻酔科に所属する標榜医 

 

 

b. 麻酔科以外に属する標榜医 

 

 学習に用いた教育メディアという点では、どち

らのカテゴリーの標榜医も教科書が最も比率が

高かった(表10)。麻酔に関するスタンダードな

教科書の作成が必要であることが示唆される。 

 

表10. 学習に用いたメディア 

学習 麻酔科 % 麻酔科

以外 

% 

教科書 882 74.4 172 44.7 

雑誌 190 16.0 75 19.5 

インターネット 86 7.3 60 16.1 

無回答 27 2.3 78 20.3 

合計 1,185 100.0 385 100.0 

 

 

9） 総合指標 
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麻酔科に所属する標榜医と、麻酔科以外に

所属する標榜医の特徴を総合的に理解するた

めに、主成分分析(図13)とクラスター分析(図1

4)を行った。 

今回の二年次調査から得られた個々の常勤

麻酔科標榜医の回答結果のうち、①性別、②

年齢、③結婚、④地域、⑤認定医資格（認定

医）、⑥標榜医資格（標榜医）、⑦専門医資格、

⑧麻酔担当症例数、⑨所属施設以外麻酔担

当件数（外麻件数）、⑩所属施設以外麻酔先

の所属施設関係（施設関係）、⑪年次学術集

会参加回数（年次集会）、⑫支部学術集会参

加回数（支部集会）、⑬学習に用いた教育メデ

ィア（学習）の13項目についての回答を数量化

して主成分分析を行い、所属診療科（麻酔科か、

それとも麻酔科以外）の違いによる常勤麻酔科

標榜医の特徴の差異について総合的に抽出し

た(図13)。その結果、所属科の違いによる常勤

標榜医の主な特徴（第一主成分）として、年次集

会参加回数、支部集会参加回数、認定医資格、

担当麻酔件数、標榜医資格、専門資格の寄与率

が大きい結果が得られた。一方で、施設外での

麻酔件数やその施設外での麻酔件数、所属関係、

学習に関しては、所属科の違いによる特徴を示し

てはおらず、第一主成分と直交する第二主成分

の影響がより大きい。結婚や年齢、性別について

は、所属科の違いを反映する第一主成分の影響

を少し受けているが、地域についてはほとんど影

響がない。 

 最後に、数量化した上述の13項目に所属科

を加えた14項目を用いて、クラスター解析を行

い、階層的クラスターヒートマップを作成した(図

14)。クラスター分類化された個々の常勤標榜

医の各項目のおける回答パターンは、上述の

主成分分析結果と同様に、年次集会参加回数、

支部集会参加回数、認定医資格、担当麻酔件数、

標榜医資格、専門資格において、所属科による

違いがヒートマップパターンに反映されている。

結婚や年齢については、ヒートマップパターンに

は所属科による違いによる回答パターンが部

分的には反映されていることが理解できる。一方

で、施設外での麻酔担当や施設外麻酔におけ

る所属施設関係、地域についてはヒートマップ

パターンには所属科による違いは認められな

い。 

 

図13. 主成分分析 

 

 

図14. クラスター分析（ヒートマップ図） 

 

D. 考察 
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 全国957施設から2,088名の標榜医のデータを

得ることができた。麻酔科認定病院においては、

平均で5.7名の標榜医が勤務しているが、非認

定病院にも常勤の標榜医がいるものの、平均

標榜医数は0.7名と少なかった。非認定病院に

所属する麻酔科医数は一年次調査とも一致す

る。これらの標榜医の多くは、麻酔科以外の診

療科に属すか、病院管理職として勤務している

と考えられる。  

麻酔科に属さない標榜医数は、回答率を考

慮すると全国で1,160名程度になると推定され、

一年次調査よりも少ない推定数となった。それ

でも、現在、麻酔を実施している標榜医の10％

程度には相当すると考えられる。 

地域別に見た場合、東海北陸では、全国平

均に比べ麻酔科に所属しない標榜医の割合が

特に高かった。東海北陸地方は、人口に比べ

麻酔科医数比率が下位に属する三重県、新潟

県、静岡県、石川県、岐阜県、愛知県などが存

在している。一年次調査では、愛知県や静岡県

は全身麻酔が多い県に含まれており、静岡県

は区域麻酔件数が多い県であることが示され

ている。これらの地域では、麻酔科に所属しな

い標榜医の麻酔診療への貢献度が高いと考え

られる。 

麻酔科に所属しない標榜医は、所属施設お

よび経営母体が同じ施設で、症例数は少ない

ものの麻酔を実施している実態がわかった。麻

酔科以外に属する標榜医の多くが、麻酔科以

外の専門医や指導医資格を有しており、診療

の多くは自分の属する診療科における診療を

実施していると考えられた。月間担当症例数は

1～9例のものが35.3％と最も多く、次に10～19

例が9.4％となっていた。主として、自分が所属

する診療科の麻酔を週に1～2日担当している

と推定された。麻酔科以外に所属している標榜

医の年間担当症例数は年間10万～20万件に

相当し、決して無視できない症例数であること

が示唆された。 

また、常勤施設以外で麻酔を実施している麻

酔科に所属しない標榜医の非常勤の勤務先を

みると、同一法人内で定期的に麻酔を実施して

いる標榜医が57名（14.8％）、個人的な関係か

ら常勤施設外で勤務している標榜医が31名

（8.1％）いたことから、麻酔科医が不足している

実態もうかがえる。麻酔科医としての当直も常

勤施設外でも行っている。これらは、非常勤の

依頼・派遣が比較的容易に調整できることに加

え、非常勤麻酔科医の雇用のための費用抑制

策とも考えられる。 

 麻酔科以外に所属する標榜医の最大の特徴

は、圧倒的に男性が多いことと、その年齢層の

高さである。病院管理職についているものも多

い。麻酔科以外に所属する標榜医も基準１で標

榜医資格を取得している率が半数近くあること

から、麻酔科から他の診療科に転科したり、病

院管理職となったものも多いことが推測される。 

麻酔科以外の診療科に所属する標榜医の約

半数が60歳以上である。70歳以上の比率も18.

2％と高い。一方、39歳未満の比率は約10％で

あり、麻酔科に所属する標榜医の53％とは大き

く異なる。麻酔科以外の診療科に所属する標榜

医の年齢層から考えて、今後10～15年のうちに

は麻酔実施をしなくなるものが多いと予測され

る。麻酔実施症例数も大きく減少すると考えら

れる。 

 一方、麻酔科に所属する標榜医は、上記のご

とく年齢層も低く、女性が40％を占めている。今

後、妊娠や育児により一定期間勤務から離れ

る標榜医が増加することが予想される。 

 以上を考えると、専門医専門研修プログラム

でトレーニングを受ける麻酔科専攻医が増加し、

麻酔科専門医資格を取得しないと、麻酔科医と

しての実働数は5～10年後には減少する危惧
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がある。 

 麻酔科以外に所属する標榜医も日本麻酔科

学会年次学術集会に不定期ながら出席してい

る状況がうかがえる。日本麻酔科学会としては、

このような医師に対してさらに門戸を開き、学術

集会に参加できる体制を整えることが、生涯教

育と標榜医の質の維持には重要と考えられる。 

 また、学習メディアとしては、教科書がよく用

いられている。学会としてスタンダードな麻酔が

できるような教科書作りを行うことも必要であろ

うと考えられる。 

 麻酔科以外に属する標榜医が麻酔科診療に

関する生涯教育を受けやすい環境を作ること

が重要である。 

 

E.結論 

 麻酔科以外に所属する標榜医は、1,160名程

度と推定され、標榜医全体の10％弱を占めて

いる。一人当たりの担当症例数は少ないが、麻

酔科診療に寄与していると考えられる。特に東

海北陸地方では、麻酔科に属さない標榜医の

寄与が大きいことが示唆された。しかし、麻酔

科以外に属する標榜医は、60歳以上の医師が

半数以上を占めており、その年齢層の高さから、

今後10～15年のうちにその数は減少し、臨床

的寄与の度合いは低下していくと考えられる。 

 生涯教育と、医療の質の維持のためには、参

加しやすい麻酔科学会学術集会の在り方の検

討や、スタンダードな麻酔手技の確立や教科書

の作成が有用であると考えられる。 

 

F.健康危険情報 

 特になし 
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